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本日は、お話をさせていただく機会を与えていただ

きまして、本当にありがとうございます。「立憲主義

と平和主義」ということで、まず高橋和之さん、こ

の人は私の東大法学部の先輩ですが、彼が最近、『立

憲主義と日本国憲法』という憲法の概説書を出しま

した（有斐閣、2005 年）。これをお話の材料にさせ
ていただきたいと思います。と申しますのは、この

本は、いままで日本の憲法学界が一般的にとってき

た｢立憲主義観｣というものを典型的に示していると

思うからです。 
 
日本の憲法学界と立憲主義 

高橋さんにいわせますと、立憲主義というのは、

国の統治が憲法に従って行われなければいけないと

いうことだ。もう少し広くいうと、｢国の統治が法に

従って行われなければならないということである｣

ということです。 
こういう意味での立憲主義というのは、実はヨー

ロッパでは中世からあったといいます。慣習法であ

りますとか、教会法という形での君主の権限に対す

る制限というのは昔からあったのだと。絶対王政と

の戦いの中で、この動きというのが、例えば権力分

立でありますとか人民主権という考え方と結びつい

て近代的な立憲主義に変わっていく。 
この近代的な立憲主義というのがさらに現代社会

に入ってまいりますと、いままでの国家からの消極

的な自由を保障していただけではだめだと。もっと

実質的な意味のあるものにするための政府の積極的

な施策を要求するいわゆる社会権、積極的な自由と

いわれることもありますが、そういったものと結び

ついて現代的な立憲主義になっていく。そういった

形でその時代その時代の課題に即して新装備が次々

と立憲主義につけ加わって、どんどん単線的に順調

に発展をしてきたというわけであります。 
こういう立憲主義の見方からいたしますと、平和

主義（ここでいう｢平和主義｣というのは、いわゆる

｢非武装絶対平和主義｣のことですけれども）は、立

憲主義ともいわば「順接」し得るというのも自然な

話であろう、というわけであります。 
これが高橋さんの示している立憲主義というもの

の考え方でありまして、これはいままでの日本の憲

法学界ではかなり広く受け入れられてきた見方だろ

うと思います。ただ、この見方が、例えば日本がお

手本にしてきたような、ほかの立憲主義諸国におけ

る立憲主義のとらえ方とも合致しているかどうかと

いうことになりますと、そこは果たしてそうなのか

なという疑問を出すことができるのではないか、と

いうのが私の立場であります。 
私は、中世までの立憲主義なるものと、それ以降

の近代社会における立憲主義というのは根本的に違

ったものである、というふうにとらえております。 
ヨーロッパの近代社会というのはどのようにして

始まったか。これも近代というもののとらえ方から

していろいろなのですけれども、憲法学の立場から

みたときの近代というのはいつ始まったかと申しま

すと、そのきっかけになったのは宗教戦争です。宗

教改革をきっかけにいたしまして、この世には一つ

の宗教ではなくて多数の宗教がある。あるいは宗教

を典型とする、要するに、人生でありますとか、宇

宙とか世界というのは一体どういう意味を持ってい

るのか、根源的な意味は一体何なのかについての価

値体系というのが一つではなくて複数ある、という

ことを認識するようになったのが近代の始まりであ

るということなのです。 
 
ヨーロッパの立憲主義 

こうした変化が生じたことについては、宗教戦争

が一つのきっかけなのですけれども、もう一つは、

ちょうど同じ時期、ヨーロッパは大航海時代でして、

世界中のいろいろなところに出かけていくわけです。

そして、自分たちとはものの考え方が根本的に違っ

た人たちというものが、この地球のうえには住んで

いるらしい、ということに気がつくようになるわけ

です。 
こういった人生の意味ですとか、世界、宇宙の意

味に関するものの考え方というのは、それを信じて

いる個々人にとっては非常に大事なもののはずです。

大事なものであるからこそ、自分にとって正しい宗

教であれば、ほかの人にとっても正しい宗教だとい

うふうに思いがちでありますし、そうだということ

になりますと、違った宗教を奉ずる人がいたら、そ

の人の現世の命を奪ってでも来世の魂を救済してあ
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げなくてはいけないという考え方になるのも、少な

くともその当時はあまり不思議なことではなかった

わけです。 
ただ、こうやってお互い殺し合いをしていますと、

そのうち、｢ちょっと待てよ｣というふうにみんな思

うようになるわけでありまして、何が正しい宗教な

のかということをめぐって殺し合いをずうっと続け

ているよりは、お互いに違うのだ、この世の中には

いろいろなものの考え方があるのだということをお

互いに認め合ったうえで、考え方は違うけれども、

みんなで人間らしい社会生活を送る、そのためにど

ういう社会の枠組みというものが必要であるかとい

うことを考えるようになったのが近代以降の立憲主

義というものであろう、ということです。 
そこには価値観の多元性と比較不能性の認識があ

るということができます。｢多元的｣というのは根源

的な価値観というのが、一つではなくて複数あると

いうことであり､｢比較不能性｣というのは、お互いに

比べられないということです。「比較不能」というの

がどういうことかと申しますと、最近、「世の中でお

金で買えないものは何もない」というふうに喝破し

た方がいらっしゃいましたけれども、そういう考え

方は、客観的にみて間違いだというわけではないの

だろうと思います。ただ、そういう考え方をする人

というのは、やはり何か欠けたところがある。つま

り、何でもお金で買えるんだ、すべてはお金に還元

できるんだという考え方をする人というのは、そう

でないものがこの世の中にあるんだということが分

からない人だろうと思うのです。 
お金では買えないものがこの世にあるのだという

ことを分かろうとするかしないかというのは、それ

を認めるか認めないかという話です。そういうもの

を認識する能力があるかどうかということだろうと

思います。そういう能力は、そういうものがあると

いうふうに考えることで初めて生ずるのです。お金

では買えないものが世の中にあるんだというふうに

ある種決断をすることでそういう価値というものが

初めて見えてくる、というものです。 
ここで価値観の比較不能性ということを申してお

りますのも、それぞれの人にとってとても大事な価

値観というか、物の考え方というのは、それは一つ

ではないのであって、人によって違い得るんだとい

うことを認めるか認めないか、それによって近代的

な意味での立憲主義というものを受け入れるのか、

受け入れないのかというところの方向性が決まって

くるという話です。 
 
｢公の領域｣と｢私の領域｣ 

話をもとに戻しまして、世の中に多元的な価値観

があり、そのままほうっておくと、お互いにけんか

を始めてしまう。では、どうすればフェアな形で人

間らしく社会生活を送るのか、そういう枠組みがつ

くれるのかということですが、近代立憲主義がとっ

ているそのための手だてというのは、人の生活領域

というのを｢公の領域｣と｢私の領域｣とに分けるとい

うものです。これは人為的に分ける。自然に分かれ

ているわけではないのです。自然には分かれないも

のだと思います。 
先ほども申しましたとおり、自分にとってとても

大事な宗教だと思う、そういう宗教は人にとっても

正しい宗教のはずですから、人にも正しい宗教を押

し及ぼそうというふうに考えるのが自然であります。

ただ、それをやっていると戦争になってしまいます

ので、そこは、何がこの世の意味なのか、宇宙はな

ぜ存在するのかという、そういう問題は｢私の領域｣

で、それぞれ自由に選び取って、それに従って生き

ていただきたい。 
ただ、それと違う生活領域、つまり、｢公の領域｣

があるのであって、この公の領域ではどういうこと

をやっているかと申しますと、この世の中にはいろ

いろな価値を奉じている人々がいるのだということ

を前提にしたうえで、そういう多様な人々に共通す

るような、別の言い方をすると、社会全体の利益と

いうものをどうやって実現するか。これはお互い冷

静に話し合って決めましょうという、そういう場に

なります。 
こういう、社会全体の利益、価値観の違いにもか

かわらず、それでもみんなに共通している利益は何

なのかという議論をするところでは、宗教のような

根本的な価値観を持ち込まれると困るわけです。そ

ういうものは自分の家に置いておいて、そういうも

のとは関係のない形で社会全体の利益というのは一
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体何なのかということをお互い話し合ってもらうと

いうことになります。 
ただ、当たり前の話ですけれども、社会全体の利

益は何かということを考えるときに、自分の宗教な

り価値観なりが何の影響も持たないということは考

えられないわけです。ただ、「社会全体の利益はこれ

です」ということを人に向かって説得しようという

ときに、「これは正しい宗教から出てくる結論なのだ

から社会全体の利益にもなるんです」ということを

いい始めると、これはその宗教を奉じない人には受

け入れられない話になります。ですから、違う価値

観を持っている人でもちゃんと受け入れられる、納

得する可能性のある議論を提出してもらわないとい

けない。それが公共の場、公の場というものだ、そ

ういう話です。 
近代立憲主義というのは、いろいろな制度を持っ

ています。例えば人権を保障するとか、政治と宗教

とは分離をする等々、これらの大きな役割は、公と

私の｢人為的な区分｣を守るということにあります。

典型的なのは｢思想信条の自由｣であり、あるいはプ

ライバシーの権利であり、そういうものになると思

いますけれども、これは、要するに自分の価値観に

従って生きるべき自由な私的な領域をどうやって確

保するのか、そのための手だてであるわけです。 
ただ、近代立憲主義というのは、こういう私的な

領域を十分に確保している一方で、他方では民主的

な政治過程というのも用意してあるわけでして、そ

こでは、自分がこれが正しい生き方だと思うという

話は一応わきに置いておいて、社会全体の利益は何

なのかということを冷静に話し合って決めていって

ください、という政治のプロセスというのも用意し

ている。 
そういう政治のプロセスには宗教を持ち込まない

でくださいというのが典型的にあらわれているのが

政教分離の原則だ、ということになってきますし、

それをさらに補強するためのいろいろな制度、例え

ば硬性の憲法典ですとか、違憲審査制度といったも

のがあるということであります。 
これは、先ほど紹介しました旧来の立憲主義観と

際立ってどこが違うかといいますと、旧来の立憲主

義観だと、中世のヨーロッパにも立憲主義はあった

ということになっているわけですが、中世のヨーロ

ッパでは、人の正しい生き方というのは一つに決ま

っております。正しい価値観は一つで、それは教会

が教えているものがそれであると。ですから、そこ

では価値観の多元性、世の中にはいろいろな物の考

え方をする人たちがいるということを認める必要は

全くないわけですが、それも、それによって政治権

力が制限されている限りにおいては、立憲主義だと

いうことになります。 
ただ、これは果たして近代以降の世界における立

憲主義といえるのかという、そういう私の立場から

いたしますと、正しい人の生き方が一つに決まって

いるというのは、立憲主義とはいえないものである

ということになります。 
 
立憲主義と平和主義 

その話が｢立憲主義と平和主義との関係｣という話

につながってくるわけです。ここでの平和主義も、

やはり非武装絶対平和主義です。非武装絶対平和主

義に関しましては、高橋和之さんはどう言っている

かと申しますと、「日本国憲法が命じているのはそれ

である」と。「立憲主義というのは法に従って統治が

行われることであるから、そのとおりになってない

のは甚だ困ったことである、深刻な事態だ」という

のが高橋さんの評価であります。 
私は、その点はそういうふうに考えておりません。

と申しますのも、国民の生命、財産を守る、それも

どうやって守るかというのは、社会公共の利益、つ

まり、公の場において実現されるべき利益の中でも

最も核心的なものの一つであります。それで、冷静

に考えて、非武装絶対平和主義で国民の生命、財産、

国民の日々の生活は本当に守れますか？という話に

なってくるわけです。 
詳しい議論は省略いたしますけれども、結論から

いいますと、なかなか難しいのではないか。従来の

日本の憲法学は、非武装絶対平和主義をとっている

のですが、いざとなったらどうするかというと、こ

れは｢パルチザン戦で戦え｣というのが日本の憲法学

の通説的な立場だったと思います。 
これは、政府が常備軍を持つのと人民武装でパル

チザン戦をやるのとどちらが悲惨さの程度が少ない
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か、という計算の問題になってくるだろうと思いま

すけれども、普通の考え方ですと、政府が常備軍を

用意している方が悲惨な帰結を防げる蓋然性は高い

だろう、ということになるだろうと思います。 
それにもかかわらず、では、なぜ非武装絶対平和

主義なのかということになりますと、論理的必然か

どうかはわかりませんけれども、一番あり得る考え

方の筋というのは、｢それが人としての正しい生き方

だからだ｣ということだろうと思います。 
聖書の例を出しますと、イエス・キリストは、「一

方のほおを打たれたらもう一方のほおをもさし出

せ」と言っているわけですけれども、これは別に反

対側のほおを出せば、相手は攻撃するのをやめるだ

ろうからそうしなさい、といっているわけではない

わけで、｢キリスト者たるもの、そういうふうに生き

るのが正しい生き方だからそうしろ｣といっている

わけです。 
ですから、非武装絶対平和主義で国民の生命、財

産を守れるか守れないか、よくわからないけれども、

これが本当に人としての正しい唯一の生き方なので

あれば、そうするべきだと。そういう議論はわから

ないわけではありません。ただ、こういう議論の筋

道をとるといたしますと、私が考えているところの

立憲主義とは根本的に矛盾をする。つまり、公の問

題に唯一の価値観を持ち込んで、公の議論の場を占

拠しようという話になってしまうということです。 
ただ、これは旧来の立憲主義とは、高橋さんがい

っているように順接する。法によって統治しろとい

っているだけの話でありますから、そういう法の縛

りというのもあるのかもしれない、そういう話にな

ってくるわけです。 
これに対して、私のような考え方からすると、９

条をどう解釈するのかということについてもいろい

ろな工夫が必要になってくる、ということになりま

す。そこから先は学者の解釈論の話ですので、立憲

主義と平和主義の話は、とりあえずそのあたりにし

ておきます。 
 
立憲主義と民主主義 

次に｢立憲主義と民主主義｣の話に進ませていただ

ければと思います。憲法改正の手続の話についても

若干触れていただきたいというようなご注文があっ

たように私、受けとめておりまして、それでこうい

う話もしてみようということです。 
私が考えているところの立憲主義の立場をとった

ときに、いま、よく議論されている論点の一つとし

て、｢憲法改正の手続を若干緩めたらどうか｣という

議論がありますので、その問題がどういうふうにみ

えるかという論点をお話しさせていただこうという

わけです。 
現在は、ご案内のとおり、憲法を改正するために

は、衆参それぞれ総議員の３分の２の賛成による発

議が必要だ、ということになっています。憲法改正

にこの種の特別多数決を要求するというのは、よく

ある例です。 
なぜそうなのだろうかということが次の話です。

なぜそうなのかということを議論するためには、で

は、｢普通はなぜ単純多数決で物事を決めているの

か｣ということが、その前提の問題として考えなくて

はいけない論点になってきます。なぜ普通は単純多

数決で政治的な決定をしているのか、物事を決めて

いるのかという問題についても、実はいろいろな説

明の仕方があるのですが、ここでは重要なものとし

て二通りの説明の仕方を紹介しようと思います。そ

れぞれの考え方からして、憲法改正だとどうして特

別多数決になるのか、そういう話です。 
最初の考え方、｢なぜ単純多数決で政治的な決定を

するのか｣という話ですが、一つは、単純な功利主義

的な考え方でありまして、世の中にはいろいろな考

え方をしている人がいる。これは非常に重要な問題

から日常的な細々した問題までですけれども、とり

あえず日常的な細々といいますか、例えば道路をつ

くるべきかどうかとか、ダムをつくるのがいいかど

うか、その手のものも含めた日常的な話を考えてい

きますと、功利主義の立場からするところの単純多

数決の正当化というのは、要するに、多数決をやっ

てみて、ダムをつくる方に賛成の人が反対の人より

も多いということは、ダムをつくって幸せになる人

の方が、ダムをつくって不幸になる人よりも多いか

らダムをつくるべきだというものです。単純な功利

主義の考え方からすると、ダムをつくった方が、少

なくとも社会全体の幸福の利用は増大するわけです
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から、やはりダムをつくるべきだ、ということにな

るわけです。 
日常的な政治問題の解決の際に単純多数決で決め

ればいいではないかというときには、この種の功利

主義的な理屈が暗黙のうちに用いられていることが

多いのではないかと思います。郵政事業を民営化す

るのがいいのか悪いのかというのも、そんな感じで

決まっていったような気がします。 
 
憲法改正と｢特別多数決｣ 

こういう考え方からすると、なぜ憲法改正につい

ては特別多数決にしなくてはいけないのかというこ

とになるわけですが、憲法が決めていることは、少

なくとも近代的な立憲主義の立場からすると、日常

的な政治問題とは違ったレベルだ、という前提なの

です。 
例えば、「その時々の政治的な多数派がだれであっ

ても、民主的な政治過程を下支えするためには、表

現の自由はとても重要だ」とか、あるいは｢公と私と

をちゃんと分けて、私の領域での人権の保障と公の

領域での適切なデモクラシーの運用を支えていくた

めには、政教分離の原則はどうしても守らなくては

いけない｣といったように日常的な個々の政治問題

とは違ったレベルの、その時々の政治的な多数派が

だれであっても、長期的な意味で社会がよりよく成

り立っていくためには、やはりこれは保持していか

なくてはいけない、そういう基本原理が通常は憲法

には定められている。そういう前提があるわけです。 
そうだとしますと、例えば憲法の中身を変えると

いうときに、単純多数決で決めていいのかというこ

とになってくるわけで、政治的にいろいろな立場が

あるのだとすると、より広範な立場の人々が、いや、

なるほど、その枠組みで今後何十年かは政治をやっ

ていっていいではないのか、そういうふうに納得す

るような枠組みを憲法の中に取り入れていくという

ことでないと、本来、社会の根本的な枠組みである

はずの憲法というのが、その時々の政治的な多数派

の都合であっちに行ったりこっちに行ったりという

ことになってしまいかねません。だからこそ、普通

の、過半数ではなくて、３分の２という特別多数決

をとっている、そういう理屈になっていくのだろう

と思います。 
 
コンドルセの定理 

もう一つの多数決の説明の仕方というのは、ちょ

っとややこしいのですが、「コンドルセの定理」とい

うものにもとづいています。コンドルセというのは、

ご存じのとおり、フランス革命のときに活躍した政

治家であり、同時に数学者としても業績を残してい

る人ですが、この人がある簡単な定理を公表してい

ます。それはこういうものなのです。 
ある問題について答え方が２つある。例えば郵政

を民営化するのかしないのか、ダムをつくるのかつ

くらないのか、選択肢が２つあるという場合です。

そういう２つの選択肢しかない場合であって、しか

も、決定に参加する人たちの判断能力を調べてみた

ところ、その能力を平均してみると、より正しい選

択肢の方を選びそうだという蓋然性、確率が５０％

を超えている、２分の１を超えている、そういう条

件が仮にあるといたします。 
そういう条件が成り立っているとしますと、この

決定に参加する人の数が多くなればなるほど、そこ

で単純多数決で答えを決めると、正しい答えが生ま

れる確率がどんどん高くなっていく、そういう定理

であります。 
何となく複雑なようにみえますけれども、話の中

身は単純でして、例えば壺の中に黒い碁石と白い碁

石と入れておいて、全体として黒い碁石の方が多く

なっているといたします。そうすると、その中から

サンプルをつかみ出してくるときに、つかみ出して

くるサンプルの数が多ければ多いほど、そのサンプ

ルの中で黒い碁石の方が白い碁石よりも多くなって

いる確率は高くなります。全部出してしまえば、黒

石の方が白石より多いと仮定しているわけですから、

１００％の確率で黒の方が白よりも多い。それと同

じ話であります。 
選択肢が２つだというときには、当てずっぽうで

選んでも５０％の確率なわけですから、例えばいろ

いろ情報を提供したうえで、あるいはみんなでいろ

いろ議論をしたうえで人々が多数決に参加をすると

いうときに、平均して参加者が２分の１を超える確

率で正しい判断をするだろう、そういう想定はそれ
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ほど非現実的なものではないだろうと思います。 
そうだとすると、単純多数決で意見が分かれてい

る問題について答えを決めると、正しい結論がそこ

から出てくるというのは、それほど非現実的な想定

ではない。したがって、政治的な問題で答えが割れ

ているというときには、単純多数決で答えを決める

べきだ、そういう話の筋であります。 
そうすると、なぜ憲法改正だと特別多数決なのか、

そういう話になっていくのですが、これも憲法で決

めていることは、通常の政治問題とはちょっと違う

ぞという話に、なってくるだろうと思います。 
例えば、憲法で差別をしてはいけないという平等

原則が書いてありますね。宗教とか人種とか、ある

いは性別とかで差別をしてはいかんということが書

いてあるのはどうしてなのかと申しますと、人間と

いうのは差別をしがちである。なぜかというと、例

えば、本当はその人の仕事の能力とか、人づき合い

のよさとか、あるいは人柄のよさというものを判断

してその人を適材適所で使うべきなのでしょうけれ

ども、そういう性質はわかりにくいわけですから、

そういうわかりにくい本当に必要な情報のかわりに、

わかりやすい情報を使おうとしがちである。それが

例えば人種であったり、性別であったりします。本

当に知りたい情報は別にあるのですが、人種や性別

といった分かりやすいものを代わりに使って、情報

の収集とそれにかけるコストを節約しようとする。

人間の思考というのは、こういう主観的には合理的

なモーメントというのが働きがちですので、そうす

ると、偏見に基づく差別というのが出てきがちなわ

けです。 
偏見があるとなると、先ほどの「コンドルセの定

理」の議論に立ち戻っていきますと、要するに、偏

見があるために人々が２つの選択肢のうちで正しい

方を選ぶ確率が２分の１を下回ってしまう。ですか

ら、そういう偏見が社会的にはびこっているような

問題について、単純多数決で問題を決めようとする

と、どんどん間違った決定が下される可能性もふえ

てくる。ですから、そういう問題については、単純

多数決のプロセスでは物事を決めないで、もう少し

プロの人たちの判断に任せた方がいいのではないの

か、そういう議論になってくるわけです。 

いまは平等原則の例を出したわけですが、憲法で

定めてあることの中には、社会の基本的な原理とし

て、その場の直感や情緒にもとづく単純多数決で簡

単に決めたり変えたりしない方がいいということが

定めてあることが多いものですから、そういう問題

について、これを変えようというからには、やはり

普通の単純多数決でない方がいいだろうということ

になるのです。 
もちろん、特別多数決にしたからといって間違っ

た憲法改正はあり得ないなどということはないので

すけれども、少なくとも蓋然性は低くなってきます。 
同じことを別の言い方でいうことになるのかもし

れませんけれども、そういう簡単に変えるべきでな

いような社会の基本的な原理原則が書き込まれてい

るものだったら、通常の５０％という蓋然性よりも

高い蓋然性というものを人々の判断能力について要

求する、ということであってもおかしくはないだろ

う。単純多数決だと、５０％を超えているかどうか

で正しいかどうかということを決めるわけですけれ

ども、こういう憲法上の基本原則についてでしたら、

例えば３分の２を超えているか、超えてないかとい

うところを判断の基準にするべきだ、という議論も

それなりに出てき得るわけです。 
もちろん、これは新しい原則に変えるよりは現状

を維持している方がましなはずだという、いわば保

守的なものの考え方を前提にしているわけですけれ

ども、少なくとも憲法を改正するにつきまして、通

常の立法過程よりも厳重な手続をとってきていると

いうことについては、そういう保守的な前提を置い

ているということが世界各国、大体みられていると

ころです。 
 

質 疑 応 答 

 
司会（橋本五郎企画委員・読売新聞）：根本にまでさ

かのぼってこの問題も考えなければいけない。それ

は単に自衛隊が憲法９条違反か、そうじゃないかと

いうレベルではなくて、公と私との近代立憲主義が

なぜ出てきたのかというところまでさかのぼった議

論なのですけれども、さらにもうちょっとその先を

聞きたいなというところがあります。先生は『憲法
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と平和を問い直す』という本の中で、じゃあ、具体

的に一体どういう立場をとればいいんだということ

を、幾つかの選択肢を示されて、ここで「温和な平

和主義」というのを唱えておられるんですよね。こ

このところを少し説明していただきたい。 
 
穏和な平和主義 

長谷部 「穏和な平和主義」と申しますのは、要す

るに、現在の９条というものをどういうふうなもの

として読むか、それについての私のアイデアを示し

たものです。憲法に限らず法制度一般についていえ

ることですけれども、法の中には原理原則（ここで

「原理」というふうに申しておきますけれども）を

示しているもの、それからもう一つは｢準則｣を示し

ているもの。そんなにきれいに分けられるものかと

いう問題もあるのですが、あえてきれいに分けると

すると、この二通りのものがあります。 
｢準則｣というのは、ある問題についての答えを一

義的に決めているものです。例えば、ある通りが駐

車禁止になっているか、なっていないか。あるいは、

ある国では車は左を通るべきなのか、右を通るべき

なのか。あるいは有効な小切手を振り出すためには

一体どういう条件を満たさなくてはいけないのか。

これらは準則の例であります。答えは一義的に決ま

っているはずのものです。 
これに対して、特に憲法の条文の中には、こうい

う形で答えを一義的に決めてないものがいろいろあ

ります。例えば｢表現の自由｣についての条項、憲法

２１条は、「一切の表現の自由は、これを保障する」

というふうに書いてありますが、だからといって本

当にどんな表現でも許されるのかというと、そうで

はない。わいせつ文書を頒布したらいかんというこ

とにはなっておりますし、人の名誉を侵害してはい

けない、人のプライバシーは侵害してはいけないと

いうことになっていて、これは日本に限らずどこの

国でもそういうことになっているわけです。 
｢表現の自由を保障すべきだ｣という憲法２１条の

言っているのは｢原理｣だからなのです。原理という

のは、ある価値が重要であるということを言ってい

て、具体の法律問題を考えるときに、これが重要な

んだよということを十分勘案しなさい、ということ

をいっているにとどまるわけです。ですから、そう

いう意味では、そちらの方向に答えを引っ張るため

の｢よすが｣としてそういう条文が置いてあるのです

けれども、そうは言っても、世の中で重要なのは表

現の自由だけではありません。人のプライバシーも

重要ですし、名誉権を初めとする人格権も重要であ

りますから、そういったほかの社会的な価値と衝突

をするときには、そういう衝突する価値をも十分勘

案したうえでの具体の法律問題の答えを決めてくだ

さい、ということをいっていることになります。そ

うなりますと、もとに戻っていきまして、憲法９条

というのは一体どうなのだろうかということになり

ます。 
高橋和之さんをはじめとして、いままでの憲法学

者の多くは、これを準則を定めているものだ、とい

うふうにみてきているわけです。とにかく自衛のた

めの実力を保有することは一兵たりとも許さず、答

えは一義的に決まっているんだ、というわけであり

ます。 
ただ、こういう形で答えが一義的に決まっている

というふうな９条の読み方というのは、私の先ほど

の議論に戻ってまいりますけれども、要するに近代

立憲主義なるものとそもそも矛盾しているのではな

いのか、という疑念が生じます。 
憲法典自体が立憲主義を実現するための道具とし

て存在しているわけですから、道具である憲法典が

立憲主義のもともとの考え方と矛盾するようなこと

を書いてあるというのは、いってみれば、これは前

後撞着している考え方です。ですから、私の考えて

いるような立憲主義の立場というのを出発点にする

のであれば、憲法９条というのは、準則ではなくて

原理を示しているものである。やはり平和は守らな

くてはいけないわけですし、国民の生命、安全、財

産を守るのは重要なことだけれども、そのために常

備軍を置くとしても、その規模は本当に必要最低限

にしないといけない。必要最低限にすべき重要な理

由というのはいろいろあるのですけれども、重要な

理由の一つは、民主的な政治過程に対するコストを

低くするという意味もあります。 
そういったいろいろな考え方からして、憲法９条

というのは、軍備のあり方に関する一定の原理を定
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めているものにとどまるのだというのが私の考え方

で、これが、いま、ご紹介いただきました｢穏和な平

和主義｣ということになるかと思います。 
 

司会 そもそも軍隊を持つことは９条違反であり、

９条違反である軍隊(自衛隊)は即刻解体しなければ
いけない、という議論が一方である。もう一方で、

どう考えても文理的に考えて、あれは軍隊を持って

いいとは書いていないのに、現に軍隊はある。そう

であるならば憲法を変えなければいけないとなる。

両方があるわけですね。 
しかし、そうではなくて、｢穏和な平和主義｣を憲

法との関連でいえば、それは一つの道しかないこと

ではない原理なんだと。そこはいいんですけど、結

局、最終的に最小限の軍隊であろうが、それを認め

ることの根拠となるものは一体何なのかとなると、

それは憲法ではなくて、「国民の生命、財産を守るた

めにはどうしたらいいのか」という、その一番の根

本原理にいくことになるのではありませんか？憲法

はそのための一つの手段にすぎないと。 
 
国家の存在理由 

長谷部 おっしゃるような考え方の枠組みも必要に

なってくると思いますね。つまり、国家というのは

一体何のためにあるのかという話でして、典型的な

社会契約論の物語からいたしますと、自然状態では

みんながみんな潜在的な闘争状態にあるので人々の

平和も平穏も守れないし、平和も平穏も守れないと

いうことになりますと、文化も文明も発達しない。

人々が安穏として人間らしい社会的な生活をするこ

ともできない。だから、みんなで集まって国家をつ

くって、少なくとも国内の平和というのを実現しよ

うというのです。 
国内の平和を実現するだけでいいんだというタイ

プの社会契約論もありますけれども、それに加えて

いろいろ社会的なサービスもするべきだという社会

契約論もあります。社会全体の利益を実現するため

（別の言い方をすると、公共の福祉を実現するため

に）いろいろサービスをするために国家なり政府な

りというのがあるんだというのは最初の出発点であ

りますから、そのための、非常に重要なものの一つ

であるところの国民の生命、財産の保全というもの

を、現実的に遂行することを極めて困難にするよう

なことを果たして憲法自体が定めているというふう

に解釈していいかどうか、そういう話になってくる

のだろうと思います。 
 
司会 先生のおっしゃるように「穏和な平和主義」

からいえば、憲法 9 条は準則じゃなくて原理原則な
んだから、憲法改正なんかしなくてたって、自衛の

組織を持つこと自体が違憲の存在だから絶対だめだ

という、ということにはならないんだと。ただ一方

で自衛組織を持つことについての憲法上の議論があ

るわけですね 
 
長谷部 ええ、そのような議論があること自体は否

定できない話です。同じような話は、ご案内のとお

り憲法８９条と私学助成との関係についてもありま

すね。高橋さんは、この問題については合憲だとい

う立場です（高橋和之「公金支出制限の趣旨と『公

の支配』の意味」杉原康雄先生古希記念『二一世紀

の立憲主義――現代憲法の歴史と課題』（勁草書房、

2000 年）参照）。要するに、８９条というのは、一
見したところ、公の支配に服しないような私学の助

成は禁止しているように文面上は読めるんだけれど

も、そこは解釈で大丈夫だというお考えです。文面

に忠実に理解することが常に正しいわけではなく、

要するに、どういうスタンス解釈するのか。そのス

タンスをとることについて、結局、根本的なところ

で正当性はあるのかどうか、そういう話に落ちつい

ていくのだろうと思うのです。 
 
和田正光（テレビ東京出身） そもそも価値多元論

的立憲主義は、結局、相対主義ですよね。絶対的な

るものはないということになっちゃって、そうする

と、絶対を掲げた原理主義者には一朝にして敗れる

のではないかなと。いまの日本なら、先生のおっし

ゃる多元的立憲主義は通用するであろうし、日本人

の多数も恐らくそれを支持するかもしれないけれど

も、世界を見渡せば、コーランがあり、エホバがい

て、ブッシュさんの十字軍もあって、そっちの方が

多数なんじゃないのかなという感じがします。結局、
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先生、価値多元論的立憲主義というのは、最後の勝

負というところ、土壇場でやられちゃうんじゃない

ですか？ 
 
｢多元論｣と｢相対主義｣の違い 

長谷部 価値の多元性、あるいは価値多元論を前提

とするような立憲主義、ないしそれに基づくような

政治体制というのが、世界を見渡してみても、ある

いは歴史を振り返ってみても、そうそう簡単に維持

できるものではないんだというご指摘は、全くおっ

しゃるとおりだろうと思います。 
これは近代ヨーロッパで生まれたものの考え方で

はあるのですけれども、２０世紀の終わりに至るま

では世界の一部にしかなかった政治制度です。いま

は大分ふえてきております。ですから、そういう意

味では、当然のようにそのあたりをのし回るような

政治制度なりものの考え方ではないということ、そ

れもおっしゃるとおりだろうと思います。 
幾つか付加的なコメントをさせていただきたいの

ですが、一つは、価値相対主義と私が申しあげてい

る価値多元論とは、厳密にいうと違うものだろうと

思います。価値相対主義ということになりますと、

何が正しいのかというのは人によってそれぞれです

よね、という話ですね。価値相対主義論者は、ナチ

スは間違っているとはいいにくいのだろうと思うの

です。 
ですから、価値相対主義というのは、自己破壊的

な立場だと思っております。これに対して、価値多

元論というのは、価値は多元的なのであって、かつ、

そういう多元的な価値が相互に共存し、フェアな形

で両立、併存していくというのが目指すべき立場だ、

そういうポジションでありますから、そういう考え

方をとる以上はナチスのような考え方は間違ってい

るわけであります。 
さらに申しますと、２０世紀、９０年代の初めに

至るまでは冷戦というものが長く続いていたわけで

す。冷戦というのは一体何なのか、これはいろいろ

なものの見方があり得るでしょうけれども、憲法学

の立場からみますと、あれは、要するに、価値多元

論に立脚するリベラル・デモクラシーの陣営と、そ

うではない共産主義陣営とが対決をしていたのであ

って、異なる政治体制がどちらが正当か、どちらが

正しい政治体制なのかということをかけて争ってい

た、そういう戦争であります。 
どちらが勝ったかというと、リベラル・デモクラ

シーの方が勝ったわけです。要するに、東側陣営の

方が、自分たちの憲法を変えます、これからは自分

たちも議会制民主主義でやっていきます、というふ

うに自分たちの憲法を変えたことによって、あの政

治体制の対立というのはなくなったわけです。 
とはいえ、現在のアメリカの、特に政権の中枢と

いえるかどうかはともかく、一部に巣くっている考

え方として、むしろ価値一元論的なものの見方とい

うものがないわけではありません。ですから、そこ

のところは注意深くみていかなくてはいけないので

すけれども、そうそう真っ暗ではないという見方を

現在、私はしているところです。 
 
田原逹雄（毎日放送）いま、しきりに改憲を唱えて

いる勢力に対して、先生の立場からすると、こうい

うふうなことだからそんなに慌てて改憲しなくても

いいよ、実はそういうふうな改憲をすると大変なこ

とになってしまう、というメッセージを発せられた

方がむしろ説得力が大きいのでは？ 
 
９条解釈に歯止めを 

長谷部 私自身も、あまりどうなるのかよくわから

ないような状況なのに憲法をいじるのは慎重にした

方がいいんじゃないのか、ということはいろんなと

ころで申しております。 
例えば、現在の９条を準則として受け取る立場か

らすると、自衛のための実力の保持を認めるために

は９条を変えなければいけない、ということになっ

てくるのだろうと思いますけれども、そういう条文

の変更をしたときに、これは憲法解釈ですけれども、

従来、営々として政府が積み重ねてきた解釈の歯止

めというものがあります。この解釈の歯止めという

ものを一体どうするつもりなのか。これを吹っ飛ば

すつもりなのかどうかという話です。 
吹っ飛びませんというのでしたら、改正には、ほ

とんど意味がないのです。単に字面が変わるだけの

話であって、歯止めはいままでどおりありますとい
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うことでしたら、大変なエネルギーを使って、あ、

字面が変わっただけですか、ということです。 
そうじゃない、吹っ飛ばすんだということだとい

たしますと、じゃあ、吹っ飛ばして、歯止めは何に

もなしでいいんですか、ということになってくるの

だろうと思います。いや、歯止めは国会が自分でつ

くるからいいんだという話しもあるようですが、そ

ういうのを｢歯止め｣とはいいません。国会自身でも

どうにもならないものを歯止めというのであって、

ですから、そこのところの歯止めを吹っ飛ばすのか、

吹っ飛ばさないのかというところも含めて９条を変

えるか変えないかというところについては慎重に考

えた方がいいのではないか、というふうに私は考え

ております。 
 
田原 パルチザン理論に基づく非武装絶対平和主義

が、これまでの学界の主流をなしているとみられま

す。その一方で、最小限度の軍備は持つべきであり、

そのためには憲法を改正すべきであるという論があ

る。先生はどっちの方向から攻めているかというと、

パルチザンの方から攻めているのではなくて、むし

ろ生命、財産を守るためには最小限のものを持つべ

きだとお考えのようです。しかし、それが憲法を改

正しなければ実現できない話なのかといえば、そう

ではない。そして、それと同時にいまの歯止めも、

それこそ原理原則的歯止めというよりは、相当現実

的に政策的な判断としての歯止めみたいなものです。

そうすると、図式をかきますと、パルチザンの方か

らははるかに離れた、むしろいまの政府がずうっと

戦後進めてきた路線とそれほどの質的な対立はなく

て、あるのは量的な問題だという感じがしますが、

いかがですか？ 
 
長谷部 これは第三者の方がどのように考えるかと

いうので、それは第三者にお任せしたいと思ってい

ますけれども、パルチザン戦で頑張ろうとか、ある

いは非暴力の抵抗運動をしようという議論と私の考

え方との間には相当大きな距離があるということ、

それはおっしゃるとおりで、これは本日もご紹介さ

せていただきましたけれども、そもそも立憲主義と

は何なのかということについてのものの考え方が違

いますので、そこからすると、ああいう考え方とい

うのは、受け入れられないなということにはなって

くるだろうと思いますけれども。 
 
大谷健（朝日新聞出身） 憲法というのは、ごく普

通の日本人が読んで、そのとおり解釈するように読

むのがまず本当ではないんでしょうか。法学者でな

いと憲法を解釈しちゃいけないということはありま

せんね。それとも東大法学部の意見を書かないと文

句をいえないんでしょうか。もう一つ問題なのは、

世界の経済大国日本を守っているのは自衛隊ではな

くて、それよりもはるかに強力な駐日アメリカ軍が

日本を守ってくれております。そしたら、強力な国

に守ってもらったら軍隊なんか要らないと思うよう

になるわけでございます。日本憲法と駐留外国軍と

いうことに対しての議論というのは非常に少ないよ

うな気がいたします。 
 
｢解釈｣は｢理解｣ではない 

長谷部 法の解釈ということについて、少しお話を

した方がよろしいのかもしれないですね。これは法

律学者のものの言い方にも問題があるのかもしれな

いんですけれども、「解釈」を英語でいうと、「イン

タープリテーション：interpretation」ですね。で、
日本語なら日本語で書いてあるものをそのまま理解

して、｢あ、意味がわかる｣と、そういうのは「解釈」

とは言わないのです。それは言葉を通常の文法通り

に読んで理解したというだけの話です。言葉を読ん

で理解しましたということだけで話が済むのでした

ら、おそらく法律学者は要らないだろうと思います。 
これは憲法に限ったことではないのでして、例

えば利息制限法に関して、普通の日本語の理解か

らは到底出てこないような解釈というのを民法学

者もやってきたし、最高裁もやってきているわけ

ですけれども、要するに、なかなか法律の条文は

動かないという状況を前提にしたうえで、しかし、

法が実現すべき目的なり価値なりというものを一

体どうやったら実現していくことができるのであ

ろうかという、その理屈を考えるのが法律学者で

して、そういうときに初めて必要になるのが「解

釈」というふうにいうのだろうと思うのです。 
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ですから、そういう意味で、解釈というのはな

かなか難しい芸なのです。｢芸｣ですので、うまい

人とうまくない人がいるのはしようがない（笑）。

ですから、この人の芸はうまいなと思うか、思わ

ないか、そういう話ですので、下手な芸をみせた

のでけしからんと思われる方もいらっしゃるでし

ょうし、そうでない方もいらっしゃる、そういう

ことなのかなと思います。 

それから、アメリカ軍の話も出てきたのですけれ

ども、先ほど冷戦の話も出してきましたが、これは

最近、私、幾つかのところで書いている話ですが、

戦争というのは基本的には政治体制と政治体制の対

立の問題だろう、というふうに思っております。も

っと申しますと、国を愛するとか、あるいは国に反

逆をするというときの国というのも、憲法に基づい

てでき上がっている政治体制を愛しているのか、あ

るいはそれに反逆するのか、そういう話です。そう

いう意味での政治体制というものは幾つかのパター

ンがありますので、一定の政治体制を応援する国と

そうでない国があるわけです。 
例えば台湾という国（というか地域）は、価値多

元論に立脚したリベラル・デモクラシー、議会制民

主主義地域である。ですけれども、そうではない国

がすぐお隣にございます。ですから、あの２つが対

立をしているのは、政治体制が違うということなの

です。違う政治体制が存在する以上は、戦争の危険

というのはやはりあるのだろう。戦争までいかない

としても、深刻な対立という契機はやはり残ってい

くはずでして、ですから、軍備をどうするのかとか、

どの国とどういうアライアンスを組むのかという話

はみんな、自分の国の政治体制は一体何なのであっ

て、その根本にある政治原理は一体何なのかという

ことと結びついているので、これは憲法をみないと

決まらない話です。 
太平洋戦争が終わったときに、なぜアメリカが日

本の憲法を変えることにあんなにこだわったのかと

いうことも、そこのところから説明がつく話でして、

そういう意味でも、恐らく憲法学者は戦争の話につ

いて口をつぐんでいるわけにはいかないだろう、と

いうふうに考えております。 
 

岡村黎明(朝日放送出身) 私は、戦後民主主義のこと
を論ずるときに拠り所になるのは、やっぱり日本国

憲法なのではないか、と勝手に思っていたわけであ

りますけれども、長谷部先生のように憲法学のお立

場からみて、いまの世の中で起こっていることだと

か、政治だとか、世論だとか、あるいはメディアの

報道のあり方などについて、何かお感じになること

があれば、ぜひ一言伺いたいと思います。 
例えば郵政民営化などの場合にも、参議院で否決

されたものを総選挙でひっくり返して、その結果は

郵政を問うたのに小泉政治全体が承認されたような

結果になっていった。｢靖国｣の問題も公とか私とか、

そういうようなことが日本国憲法とどう関係あるの

かとか、あるいは皇室典範の問題もある。岩国の問

題に関連して、住民投票と安全保障の問題とは本来

なじまないという議論をしている新聞もあったよう

に思いますが、そんなところで何かご感想をお願い

いたします。 
 
民主主義の質が低下している 

長谷部 民主主義とメディアの関係という問題につ

いて、最近、幾つか考えているところがありますの

で、そこの点をちょっと申しあげますと、これは特

にアメリカでよく議論されている話ですが、民主主

義というものの質がとても低下してきている。 
つまり、民主主義とはいっていますけれども、そ

れは、いまご指摘の世論調査に典型的にあらわれて

いることですが、要するに、有権者が自分の頭で考

えたり、人と議論したりする前の、生の、直観的な

いろいろなプリファレンス、感じ、それを世論調査

で吸い上げて、他方では、ご存じのとおりフォーカ

ス・グループなんていうのを集めてきて、こういう

コマーシャルをやったらどういう反応を示すかとか、

労働者の味方だといっているのにロレックスの腕時

計をしているのはけしからんといわれはしないか、

そういうことをしたりしていますね。フォーカス・

グループでいろいろサンプリングしたうえで作った

広告について、世論調査で社会一般の生の反応、｢生

の感じ｣をとってくるわけですね。 
そういう形で選挙というものが遂行されてきてい

て、結局、本当に議論すべき政治上の争点について、
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十分な情報を与えてお互いに議論しようという動き

が全くない。これは陪審制をやっているアメリカと

いう国の非常に不思議な話でありまして、陪審制の

実態調査をみると、どんなに難しい複雑な事件でも、

事実問題に関する限り、ごく一般の人にもちゃんと

説明すれば議論もできるし、的確な事実認定は普通

できるものなんだと。これは何度も何度も確認され

ている話であるわけです。それを政治についてはや

らないでいまのようなメディアも含めた民主主義の

質の低下が起こっているというのは、それを商売に

している人がいるからということもあるんですけれ

ども、それを改善しようという人がいないことも問

題なわけです。 
ですから、これは、もちろん一人、二人が頑張っ

てどうなるものでもないんですけれども、本当に何

が争点だとあなたは思うのか、ということを有権者

に議論してもらって、議論したうえで熟慮の末に出

てきた有権者の疑問なり関心なりと政治家の方々と

が対話をし合う、そういう回路というのを何とかつ

くらないといけない。その回路が一たんできれば、

ワイドショーの話に乗っかってみんなワーワーとい

って動いてしまうとか、雪崩を打つというような現

象にも歯止めがかかるかもしれないわけですから、

そこのところは何とか手だては考えられないのかと

思います。 
もちろん、いろいろ手だては提案されてはおりま

す。例えばエール大学のブルース・アッカーマンさ

んがいっているのは、たとえば大統領選挙の２週間

前に全米の人たちを地域の公民館なり高校なりに集

めてきて、そこで、一体この大統領選挙の本当の争

点は何だと思うんですかということを、小さなグル

ープに分けたり、全体集会に集めたりして議論をさ

せる。しかも、これが問題という形でまとまってき

た関心事項についは、ちゃんとその地域の共和党な

り民主党なりの代表者が答弁をする--そういう仕組
みは考えられるのではないのか、ということをいっ

ています。 
こういうメカニズムが一たん動き始めると、アメ

リカでいうとマジソン・アベニューの広告会社の人

たちがマネージしてきたような選挙のやり方という

ものを有権者の手に取り戻していけるのではないだ

ろうか、ということを私も考えます。憲法改正だ、

国民投票なんだ、ということになるといたしますと、

やはり日本でもそういうことを考えた方がいいので

はないか。選挙公報みたいなものを新聞に折り込ん

だり、テレビでコマーシャルしたりとか、そういう

ことだけではなくて、集まってくるという人だけで

もいい、そういう人たちの間で本当の争点はなんだ

と思いますかという議論を真剣にすべきだと思うの

です。この改正をやって本当にいいことあるんです

か、ないんですかということを真剣に議論してもら

う場というのは、やはりあった方がいいだろうと思

っておりまして、そのようなことを考えております。 
 
ゲプハルト・ヒールシャー ドイツでは憲法改正を

数十回やっているのは立憲主義と一致する行動なん

でしょうか？日本の場合にも項目別に投票をやった

らどうだという説があるんですが、それについての

お考えをお聞かせください。それと先生は戦争は政

治体制の衝突だとおっしゃったけれども、むしろい

まは、原理主義テロという文明の衝突ではないかと

いう気がしているのですが・・・。 
 
国民投票は｢項目別｣で 

長谷部 ドイツが頻繁に憲法を改正する国であると

いうのは、ご指摘のとおりですが、逆にいいますと、

ドイツほどきちょうめんにやる国というのは非常に

珍しいですね。逆の極端な国だろうと思います。 
あそこは、憲法は一応硬性憲法であるんですけれ

ども、議会限りで変えられることになりまして、硬

性の程度はそんなに強くありません。ですから、そ

ういう意味でも変えられてきているという事情があ

ると思います。 
それから、現在のボン基本法というのは、日本の

憲法と比べると、人権条項よりは統治機構の条項に

重点のある憲法でして、日本も統治機構に関する条

項というのは、大体｢原理｣よりは｢準則｣を定めてい

る条項が多いのです。そうすると、そういうところ

というのは、制度を変える必要が出てくれば、当然

のことながらいろいろなところを変えていかなくて

はいけない。 
同じようなことはフランスでも起こっています。
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フランスの場合、特に憲法が決めているのは統治機

構の部分だけですから、統治機構の部分で一体どこ

を直しているかというと、国会の期間まで厳密に決

まっちゃっているものですから、国会の期間を延ば

そうと思うと憲法を変えなければいけないとか、大

統領の任期を変えようと思えば憲法を変えなければ

いけない。やはりＥＵとの関係でいろいろな権限と

の関係調整しなければいけないということになると、

そのたびに憲法を変えなくてはいけない。そういう

意味では技術的な理由によって変えなくてはいけな

いから変えているというところは非常に大きいと思

います。 
それから、憲法を仮に投票にかけるとしたときに、

項目別にかけるべきなのか、それとも全部まとめて

一括なのか。これは、国民投票の性格からすると項

目別にするべきなのだろうと思いますね。 
先ほど衆院の解散の話が出ていましたけれども、

衆院の解散総選挙というのは一括型のものです。あ

る政党がこれから４年間どういう政策をやるのかと

いう一つのパッケージにまとめて勝負をするという

のが普通のやり方であって、郵政民営化という一点

だけで総選挙をするというのは異常な事態だろうと

私は思うんです。 
それと全く逆で、国民投票というのは一つ一つの

論点でできるわけで、これから４年間どういう政策

をやりますかということを聞いているわけではない

わけです。一括でやるよりは、むしろ一つ一つを聞

くというのが真っ当なやり方だろうと思います。 
それから、最後の原理主義の話は難しい話ですけ

れども、従来の国対国との関係ではないような戦争

や紛争のあり方が出てきているというのは、確かに

おっしゃるとおりです。自分の領域を超えてほかの

国についてまで自分にとって都合のよい政治体制を

つくり上げようという超大国ができている一方、他

方では、自国内の平和さえろくに維持できないよう

な破綻国家が至るところで出現しておりますので、

そうすると、古典的な意味での国家対国家という枠

組みで戦争というものを把握できないという状況が

あることは、おっしゃるとおりですし、国対国とい

うところに典型的にあらわれてくるところの政治体

制対政治体制という、戦争ないし国家間の対立の把

握の仕方というのも妥当する領域が限られてきてい

る。 
それはおっしゃるとおりなんですけれども、とは

いいながら、テロというのは、もちろん大規模なテ

ロを起こせば大規模な犠牲が起こるんですが、冷戦

下で想定されていたような大規模な犠牲に比べたら

小さいとも言えますね。つまり、どうしても止めな

くてはいけないような対立というのは、当分は国家

対国家の対立であり続けるのではないか、というふ

うに考えているところです。（文責・編集部） 
 

 


